財団法人中華民国証券グレタイ売買センター

有価証券グレタイ売買市場上場審議委員会の組織細則

第1条　財団法人中華民国証券グレタイ売買センター（以下、本センター）は、有価証券のグレタイ売買市場上場の業務を審査するため、本センターの組織規則第7条の規定により、有価証券グレタイ売買市場上場審議委員会（以下、本委員会）を設ける。
第2条　本委員会の審議事項は下記の通りである。

一、初回に有価証券のグレタイ売買市場上場を申請する件及びその再審査申請の件
二、本センターの｢証券会社営業所有価証券売買管理細則｣第16条の3第11項第2号の規定によりグレタイ売買市場上場を申請する件
三、主務機関、取締役会又は代表取締役による審議指示を受けている有価証券グレタイ売買市場上場に係る案件
本委員会の審議による結論又は意見は、取締役会の参考のためにのみ提供する。
第3条　本委員会の審議委員は、内部審議委員、外部審議委員及び本センターの取締役を含む。

一、内部審議委員：本センターの総経理、副総経理、主任秘書、並びにグレタイ売買市場上場審査部門、グレタイ売買市場上場監理部門及び取引部門のマネージャーを含む。但し、グレタイ売買市場上場審査部門、グレタイ売買市場上場監理部門及び取引部門のマネージャーが公務外出、休暇などの原因によってグレタイ売買市場上場審議委員会に出席できない場合、上記部門の管理職代理が内部審議委員を担当することができる。
二、外部審議委員：産業専門家2名、法律及び財務会計専門家各1名

三、本センター取締役：主務機関が指定する取締役のうち、本センターの取締役会から2名を推薦する。
②第2条第1項各号の審議事項について、再審査申請を除き、本委員会のメンバーは上記第1項及び第2項のメンバーによって構成される。再審査申請について、上記第1、2、3項のメンバーによって構成される。
③内部審議委員を職位変更により解任する場合、その職位の後任者を内部審議委員とする。外部審議委員について、本センターが｢株式のグレタイ売買市場上場申請の件に係る専門家の招聘及びコンサルティング意見の提供に関する作業要点｣における規定に基づき、董事長の許可を取得した後、委任した専門家を外部審議委員とする。
本委員会の審議委員が共同で守る事項は別途で定める。

第4条　本委員会が会議を開催する際には、本センターが召集する。また、総経理が議長となる。総経理が出席できない場合、総経理が指定する審議委員を議長とする。
第5条　本委員会が会議を開催する際に、内部審議委員5人以上及び外部審議委員4人の出席により開催することができる。但し、再審査申請の審議については、上記の人員が出席するほか、本センターの取締役2人が出席する必要がある。
②本委員会が会議を開催する際に、審議委員は自ら出席する必要があり、他人に委任し代理出席させることはできない。会議中に、他人に委任し職権行使をさせることはできない。審議委員が途中退席の場合、議決権を行使することはできない。審議委員の出席者が前項に定められる出席人数に達していない場合、議長は会議解散を宣言し、改めて期日を決定し審議する必要がある。
第6条　本委員会は第2条第1項第1号及び第2号の中華民国申請会社の審議事項に基づき、本委員会の合議をもって、本センターの｢証券会社営業所有価証券売買審査準則｣（以下、審査準則）第10条第1項第7号から第9号までの状況があること、又は｢グループ企業が株式のグレタイ売買市場上場を申請する際の補足規定｣第2条及び第3条に違反する状況があることを認定する場合、申請却下を決議する必要がある。上記の状況がないことを認定する場合は、表決を行うことができる。
②審議事項の議決方式について、本委員会は記名投票で1回表決の方式を採用する。その決議結果は同意及び不同意2種類を有する。出席した審議委員の三分の二以上の同意によってグレタイ売買市場上場ができる。
③本委員会は第2条第1項第3号の審議事項に基づき、出席審議委員が無記名投票の方式で過半数の同意をもって行う必要がある。
④第2項の記名投票表決の際に使用する表決用紙は、本センターが作成して提供する。表決する際に、審議委員は表決用紙に同意又は不同意及びその総合的審査意見を明確に記載する必要がある。表決用紙に同意又は不同意を記載していない場合、不同意と見なす。議長は表決用紙をまとめて統計し、表決結果を宣言して決議を下す。また、その結果を公文書袋に密封し、議長より署名した後、本センターは機密書類として処理する。必要であれば、本センターが主務機関の許可を取得した後、開封して閲覧することができる。
第7条　本委員会は申請会社の業務及び財務状況を理解するため、申請会社、推薦証券会社代表及び監査を行う公認会計士又は弁護士を本委員会に出席させ説明及び回答を要求することができる。また、監査調書等の閲覧のための借用、又は書面による説明の提出を要求することができる。
第8条　本組織細則は本センターの取締役会の承認を受けて、主務機関の承認を受けた上で施行する。改正を行う際にも同様である。
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